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114 グローバルな分業システム

大航海時代に端を発するヨーロッパ人の領土獲得運動は、近代分業システムの成立という帰結に至る。19世紀中葉から20

世紀初頭にかけての「世界の一体化」にさきがけて、早くも16･17世紀に遡る近代分業システムの成立過程初期のできごと

を、国ごとに簡単にまとめよう。なお、その後の本格的展開については、後続の各項目で詳しく扱う。

ポルトガルは先んじて東・東南アジアに進出したが･･
１）インド航路開拓、ゴア・マカオ・平戸を拠点とする貿易については、№92参照。ゴアを拠点に、スリランカ・マラッカ・

モルッカ諸島を支配下において、東南アジアでそれまで、【1: 】を独占してきたムスリム商人を排除して、ポ

ルトガルが【1】の主体になろうとしたが成功しなかった（№91参照）。ポルトガルが中間マージンのかからない胡椒・香

辛料・香料をインドや東南アジアから運び、ヨーロッパ市場のシェアを奪うことで、ポルトガルは一時的にではあるが国

力を急速に高めることになった。しかし、それらの入手方法は、自国の商品を使った貿易や物々交換ではなく、略奪・恫

喝・貿易港の占領であった。東南アジアでは、ゴア・マカオなどを除いて、後発のオランダ・イギリスに押しのけられた。

２）ポルトガルの貿易の主体は王室であり、先見性・計画性に欠け、利益は王室の奢侈に浪費され、自国産業の発展に寄与し

なかった。

スペインはアメリカ大陸に広大な海外領土と優秀な銀山を確保したが･･
１）フェリペ２世の在位中（1556-98）にフィリピンを領有、メキシコの独立（1821）までの約300年間にわたって、【2: 】

とメキシコのアカプルコを結び、アジア貿易を展開した。（№91参照）

２）スペイン・ハプスブルク家は、1580年から1640年にかけてポルトガル王位を兼ね、ヨーロッパ大陸ではネーデルラントや

南イタリアなどを属領とし、中南米やフィリピン、マカオ、マラッカ、ゴアおよびアフリカ大陸沿岸などの旧ポルトガル

領などの海外植民地を含めて「太陽の沈まない国」を実現した。これら本国、植民地、属領の総称としてスペイン帝国と

呼ばれる。

３）スペインはフェリペ２世の在位中に最盛期を迎えるが、無敵艦隊の壊滅を契機としてその勢力は下り坂に入り、オランダ

独立戦争やスペイン継承戦争に敗れてヨーロッパの覇権を失い、スペインから独立したオランダや宿敵ブルボン家を擁す

るフランス、無敵艦隊を破ったイギリスなどの台頭もあって、衰退した。

イギリス・オランダの台頭
１）カトリック国、スペインとポルトガルの斜陽の原因は、①植民地経営の維持・管理とその軍事コストが莫大であったこと、

②1588年のアルマダの海戦で無敵艦隊が敗れたこと、③新教国イギリス・オランダが台頭したことである。ポルトガル船

に頼らなくても自分たちの力で《より利幅の大きなインド貿易・東南アジア貿易を実現できる》とイギリス・オランダが

判断したときに、世界史は「一つの世界地図」へと近づく縮小のスピードを少し速めた。

２）イギリス・オランダは、やや遅れてフランスも、【3: 】の設立という共通点を持つ。「東インド」とはカリ

ブ海の西インド諸島に対して、本当のインドのことである。少なくともイギリスとオランダの東インド会社は、次のよう

な特徴を持つ。民間会社でありながら、被支配地域での行政権（総督任命など）・軍事支配権（要塞建設など）・兵士の雇

用などが認められた、現代では絶対にありえない会社であるということ。南満州鉄道株式会社でさえ、そこまではできな

かった。現代の総合商社のような感覚で捉えることはできない。絶対王政とは言っても、当時の国家権力は十分に中央集

権化されておらず、「軍事権・警察権・異国の植民地経営（総督任命権）」などの国家のみが持つ権限を、特許状を用いて

部分的に民間会社にも認めていた。

蛇足：映画『ロボコップ２』(1990アメリカ)では、民間会社であるオムニ社が近未来のデトロイト市警察の給与支払者であり、オム

ニ社自身も強火力を誇る武装ロボット「ロボコップ２」を運用している。これが、犯罪者の生体脳を移植した結果暴走し、優秀な警

察官マーフィーの生体脳を移植された「ロボコップ」（大口径自動拳銃しか持っていない）がこれを倒す。視聴者は戦闘メカによるR

指定の過激な殺戮映像に目を奪われ、民間会社が軍隊レベルの武装をしている異常さに気づきにくい。かつての東インド会社がそう

だったことに気づく人はさらに少ない。21世紀の現在、イラク戦争でアメリカの民間軍事会社ブラックウォーター社が多数の市民を

殺傷して問題になったように、戦争の民営化・外注化が進められていることに注意すべきだ。

オランダの時代
１）オランダは、独立戦争（1568-1609）の最中の1602年、多数の貿易会社を統合して、株式会社の形態で東インド会社を設立

した。この会社はアジア貿易を独占し、17世紀のオランダの繁栄の基礎となった。イギリスとの競争に敗れ、会社内部の

腐敗が原因で1799年に解散した。

２）オランダは、ジャワ島の【4: 】（現ジャカルタ）に、1619年、商館を建設し、オランダ総督府をここに置き、

東南アジア進出の拠点とした。モルッカ諸島への進出はイギリスと同時期だった。1623年、モルッカ諸島の最南部、アン

ボイナ島でオランダはイギリス商館を襲撃し、凄惨な拷問の末、そのスタッフ全員を殺害した。一説には、イギリスのオ

ランダ商館襲撃計画を事前に察知しての行動だったという。犠牲者には日本人（傭兵）も含まれる。これが【5:

】である。スペイン・ポルトガル同君連合に対抗するため、基本的に協力関係にあったイギリスは報復は行わず

外交的に決着した。この事件を機に、イギリスはモルッカ諸島・日本から撤退し、インド経営に専念するようになる。

３）17世紀のヨーロッパは不景気に沈んでいたが、17世紀中頃のオランダは繁栄し覇権国家であった。今日南アフリカ共和国

として知られる地域は、オランダが1652年にアジアへの中継基地として築いたケープ植民地に由来。偶然にも、その前年、

1651年は、それまでの協力関係を全壊させるイギリス・オランダ戦争が勃発した年である（同年イギリスが発した航海条

例が契機）。本国を見たこともなく完全なオランダ語さえ話せなくなったオランダ人の子孫が先住民を支配して建設してき

た植民地は、19世紀にイギリスに奪い取られた。また、1630年代以降、鎖国を完成させた江戸幕府が、貿易を許す相手に

ヨーロッパでは唯一オランダを選んだことから、日本貿易を独占した。1624年、オランダ東インド会社は台湾島南部を制

圧、1626年に台湾北部を占拠したスペイン人勢力を1642年には排除し、一時台湾全島を領有した。実はそれ以前の時代、

中国歴代王朝は台湾を掌握しきれていなかった。鄭成功の攻撃で、1661年に、オランダは台湾から撤退した。なお、1628
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年、オランダはダカールの沖合２kmのゴレ島を占領、奴隷貿易の拠点にした。オランダも奴隷貿易に手を染めていた。こ

の島は、後にイギリス・フランスが領有を争い、1815年のウィーン会議でフランス領（1794年に奴隷貿易を廃止）となり、

同島での奴隷貿易は廃止された。現在セネガル共和国。「負の世界遺産」に登録（1978）。

イギリスの覇権 この時期のイギリスは正式にはイングランドと呼ぶ。

１）1600年、エリザベス１世の命で設立されたイギリス東インド会社は、喜望峰からマゼラン海峡に至る、インド、中国も含

む広大な地域での貿易独占権を与えられた。東南アジア貿易への参入を試みたが、1623年のアンボイナ事件以降、【6:

】に集中した。イギリスが再び東・東南アジアに手を伸ばすのは18世紀末以降である。

２）イギリスはインドではマドラス（1639）・ボンベイ（1661）・カルカッタ（1690）を拠点に通商活動を展開する一方、1651

年以降、３次にわたるイギリス・オランダ戦争に勝利して、17世紀後半以降オランダの覇権を打倒した。しかし、イギリ

スが覇権国家になったと言えるのは、19世紀であるとされている。途中の18世紀は、インド支配をめぐって【7: 】

と戦い勝利した。

フランス
１）フランス東インド会社は、イギリス・オランダに習って、1604年にアンリ4世によって創設された。貿易独占の特許状の期

限も切れ、インド貿易も不調のまましばらく放置されていた。ルイ14世が親政を始めてからは、重商主義の国策の一環と

して重視されるようになり、財務総監【8: 】は、1664年、オランダ東インド会社を模範として会社を抜本

的に改組した。

２）フランス東インド会社は、インドではポンディシェリ（1674）・シャンデルナゴル（1673）を確保、イギリスとインドの植

民地化をめぐって80年以上闘争したが敗れ、インドから撤退、フランス東インド会社も1796年に解散している。19世紀に

はフランスの植民地を求める矛先はヴェトナムおよびインドシナ半島に向けられた。

イギリスとフランス
№111にまとめたように、ファルツ継承戦争（1688-97）に始まる第二次英仏百年戦争は植民地での勢力争いを伴った。七

年戦争（1756-63）の時、インドでは東インド会社の【9: 】がプラッシーの戦い（1757）でフランスとベンガル

太守の連合軍に勝利し、イギリス領インドの基礎が築かれた。

アメリカにおける植民地争奪戦
１）ポルトガル領となったブラジルを除き、スペインは、ラテンアメリカの大半を植民地化した。№94を参照せよ。

２）オランダは、1621年、西インド会社を設立し、大西洋での私拿捕、略奪と貿易活動を行い、マンハッタン島に【10:

】を建設（1625）したが、イギリスに奪われ（1664）、ニューヨークと改名された。競争に敗れ、西イ

ンド会社も解散した（1791）。

３）フランスは今日のカナダに進出、ケベックを建設（1608）して拠点としたが、イギリスに占領された（1759）。ミシシッピ

川流域の広大な地域は、1682年、ラ=サールが探険し、【11: 】にちなんでルイジアナと命名された。しかし、

七年戦争と同時に戦われたフレンチ=インディアン戦争の講和条約である【12: 】（1763）によって、ミシシッピ

川以東のルイジアナはイギリスに、ミシシッピ川以西のルイジアナはスペインに譲渡され、カナダにおける全領土もイギ

リスに譲渡され、フランスは北米における領土全てを失った。

４）北アメリカ東海岸のイギリス植民地の始まりは、【13: 】（1607）である。スチュアート朝の初代

ジェームズ１世 位1603-25 のピューリタン抑圧に抗して、多くのピューリタンが移住した。18世紀前半までに、13のイギリ

ス領植民地が南北に並んだ。それらは、多様な目的をもつ様々な存在で利害も異なり、当時の入植者たちは、将来アメリ

カ合衆国を構成するとは、夢にも思わなかったに違いない。

大西洋三角貿易
既に№95で詳述したように、大航海時代に端を発する大西洋【14: 】とは、奴隷貿易のことであるが、初期にお

ける近代分業システムであると言える。18世紀には、ますます多くの国と地域がこのシステムに組み込まれていった。

2009 石巻専修大学 経営 抜粋・編集 実問は記号式・記入式混在している

(4)オランダは1602年に東インド会社を設立して東南アジアまで貿易網をひろげ中継貿易により国力を強めた。オランダは、ジ

ャワ島の ａ （現ジャカルタ）を根拠地に、貿易の実権を握り、のちには b を転機にイギリスの勢力をインドネシア

からしめだした。また、1652年にはアジアへの中継基地として南アフリカにケープ植民地を築いた。オランダはわが国の「鎖

国」の体制が完成した1639年の後も、対日貿易を許された。

イギリスは c の時代に積極的に海外進出を行い、 d 年に東インド会社を設立した。イギリスは、インド経営に力を

そそぎ、さかんな通商活動を展開した。17世紀後半には3回の対オランダ戦争をつうじて、中継貿易を主とするオランダに

打撃を与え、17世紀末には世界貿易の覇権をにぎった。

フランスもインドに進出し、1664年にフランス東インド会社を再建し、イギリスと対抗した。インドの帝国が内紛におち

いると、地方の豪族もまきこんだ勢力争いを展開した。ヨーロッパで1756年に起こった七年戦争の際には、インドではイギ

リスの e が1757年の f でフランスを破り、イギリス領インドの基礎をきずいた。

(5)北アメリカをみると、オランダは1621年に西インド会社を設立し、アフリカ西岸とアメリカとの通商にのりだし、北アメリ

カ東岸にニューネーデルラント植民地を領有してニューアムステルダムを建設したが、1664年にイギリスがうばい改名した。

イギリスは、17世紀初頭、北アメリカ東岸に最初の植民地 g を設けた。その後、多くのピューリタンが北アメリカに移

住し、ニューイングランド植民地が形成され、18世紀前半までにはイギリスの13の植民地が南北にならんだ。フランスは、

17世紀初頭以来ケベックを中心にカナダへ進出し、 h の時代には広大なルイジアナを手に入れた。

18世紀にはイギリスとフランスの争いがくりかえされた。ヨーロッパで1701年に起こった i の結果、イギリスは、フラ

ンスから北アメリカの領土の一部を獲得した。その後、イギリスは、七年戦争と並行してたたかわれた j とよばれるフ

ランスとの植民地戦争に勝利した。1763年のパリ条約において、フランスはルイジアナなど北アメリカにおける領土をすべ

て失い、ここにイギリス植民地帝国の基礎がすえられた。 正解は巻末「記入例」に掲載


